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各  位 

                         会 社 名 MUTOHホールディングス株式会社 

                          代表者名   代表取締役社長     礒邊 泰彦 

（コード番号 ７９９９ 東証スタンダード） 

                          問合せ先   経営管理部長        福冨 弘悦  
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支配株主等に関する事項について 

 

 

当社の「その他の関係会社」であるＴＣＳホールディングス株式会社について、支配株主等に関する事項は 

以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社等の商号等 

 

                                   （2022年 3月 31日現在） 

名称 属 性 

議決権所有割合 

（％） 

発行する株券等が 

上場されている金融

商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

ＴＣＳホールディ

ングス株式会社 

その他の

関係会社 
29.21 10.42 39.63 なし 

 （注）議決権所有割合につきましては、少数第二位未満を切捨てて表示しております。 

 

 

２． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

a．親会社等の企業グループにおける当社の位置づけ、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・

資本的関係 

ＴＣＳホールディングス株式会社は、当社の筆頭株主であり、当該会社の企業グループにおいて   

議決権39.63％（うち間接所有10.42％）を所有する非上場の親会社等であります。 

当社は主として情報画像関連機器に関する事業を行っており、親会社等との間に資本業務提携契約を

締結し、製造業である当社グループとＩＴソリューションを主とする TCS ホールディングス株式会社

及びその企業グループの事業において一定の協力関係を維持する必要があると考えております。 

 

 



 （役員の兼務状況、2022年 3月 31日現在） 

役 職 氏 名 
親会社等 又は 

そのグループ企業での役職 
就任理由 

取締役会長 坂本 俊弘 
ＴＣＳホールディングス株式会社 

取締役 

業務提携の実効性確保 

及び経営判断の助言等 

非常勤取締役 髙山 芳之 
ＴＣＳホールディングス株式会社 

代表取締役社長 

業務提携の実効性確保 

及び経営判断の助言等 

監査等委員である 

取締役 
井上 孝司 

北部通信工業株式会社 

代表取締役社長 

取締役会の健全・透明性

向上の確保 

（注）当社取締役 10 名（監査等委員である取締役３名を含む）のうち、親会社等又はそのグループ企業 

との兼任役員は上記の３名であります。 

 

b．親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やそのグル

ープ企業との取引関係や人的関係、資本関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等 

当社は、親会社等及びそのグループ企業とのシナジー向上により、更なる事業拡大を目指しており、

相互の経営資源を有効に利用し、事業活動を行っております。また、当社グループの事業活動は親会社

等との取引に大きく依存するものではなく、特段の制約等はありません。 

 

c．親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業との取引関係

や人的関係、資本関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等ある中における、親会社等からの

一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

当社は、当社及び当社グループの事業運営ならびに親会社等の企業グループとの取引において、自主

性を保つことを基本としており、取引条件は第三者との取引条件と同様に、取引内容や市場実勢等を  

踏まえて合理的に決定しております。 

 

d．親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社は、親会社等の企業グループとの良好な協力関係を保ちながら、当社独自の経営判断に基づき  

事業活動を展開する方針ですが、親会社等の企業グループとの事業の棲分けがなされており、また役員

の兼任、出向者の状況等、経営に関する事項については、監査等委員による監視機能のもと、取締役会

において正確な事実認識と合理的な討論を経て法令・定款等に照らし独自の判断で意思決定を行って 

おります。 

以上のとおり、当社は独自に経営・事業活動を行っており、親会社等からの独立性は確保されている

ものと認識しております。 

 

３． 支配株主等との取引に関する事項 

「関連当事者の開示に関する会計基準」に基づき、開示すべき取引はありません。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

現在のところ、「関連当事者の開示に関する会計基準」に基づき、開示すべき取引はありませんが、

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上、少数株主保護の観点から問題がないこと

を確認して決定しております。 

 

以 上 


